
計画の区分： 研究科の専攻の設置又は課程の変更

　　　（夜間）　　０４２－４４３－５０５０

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０４２－４４３－５０１０

　　　ｅ－mail　　kchosa-k@office.uec.ac.jp

　　　職名・氏名　　飯
ハン

　銅
ドウ

　純
ジュン

　二
ジ

　　　電話番号　　０４２－４４３－５０５０

　電気通信大学：作成担当者

　　担当部局（課）名　　総務企画課企画戦略係

　　　　　・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　３　大学番号の欄については、平成３１年４月２日付事務連絡「履行状況報告書の提出について

　　　　　（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０４２－３６７－５５５３

　　　ｅ－mail　　houki@ml.tuat.ac.jp

　　　電話番号　　０４２－３６７－５５０５

　　　（夜間）　　０４２－３６７－５５０５

　東京農工大学：作成担当者

　　担当部局（課）名　総務部総務課

　　　職名・氏名　法規係長　　　吉川
ヨシカワ

　徹
トオル

　　　ｅ－mail　　soumu-hyouka@tufs.ac.jp

　　　電話番号　　042-330-5152

　　　（夜間）　　042-330-5152

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　042-330-5140

　　担当部局（課）名　総務企画部総務企画課

　　　職名・氏名　評価企画係長　　山田
ヤマダ

　大樹
ダイキ

　東京外国語大学：作成担当者

東京外国語大学：国立大学法人東京外国語大学　　　
東京農工大学：国立大学法人東京農工大学　　　

令和元年５月１日現在

　　　電気通信大学：国立大学法人電気通信大学

東京外国語大学大学院　総合国際学研究科　共同サステイナビリティ研究専攻（博士後期課程）

電気通信大学大学院　情報理工学研究科　共同サステイナビリティ研究専攻（博士後期課程）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

【共同設置】設置に係る設置計画履行状況報告書

東京農工大学大学院　工学府　共同サステイナビリティ研究専攻（博士後期課程）

[平成31年度設置］

　　　　　　　　　　　　　　　注１

共同設置

大学番号：国26
注３
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大学名 設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考
（ハヤシ　カヨコ）

林　佳世子
（平成31年4月）

（アオヤマ　トオル）
青山　亨

（平成29年4月）
（リ　タカノリ）

李　孝徳
（平成31年4月）

（ オオノ　ヒロユキ ）
大野　弘幸

（平成２９年４月）
（ミサワ　カズヒコ）

三沢　和彦
（平成29年4月）

（カトリ　ヒロコ）
香取　浩子

（平成31年4月）
（フクダ　タカシ）

福　田　　　喬
（平成２６年４月）
（タノ　シュンイチ）

田　野　俊　一
（平成２９年４月）

（ヨコイ　ヒロシ）

横　井　浩　史
（平成３１年４月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）平成３０年度に報告済の内容　→（30）

　　　　　　令和元年度に報告する内容　→（元）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を
　　　　記入してください。
　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。
　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

（２） 調査対象大学等の位置
　　　（東京外国語大学大学院）

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設置者，大学名

　　　　国立大学法人東京外国語大学：東京外国語大学大学院
　　　　国立大学法人東京農工大学：東京農工大学大学院
　　　　国立大学法人電気通信大学：電気通信大学大学院

　　　〒１８３-８５３４
　　　　東京都府中市朝日町３－１１－１

　　　　（〒１８３－８５３８　東京都府中市晴見町三丁目８番１号）

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　（東京農工大学大学院）
　　　〒１８３－８５８８
　　　　東京都小金井市中二丁目２４番１６号

　　　（電気通信大学大学院）
　　　〒１８２－８５８５
　　　　東京都調布市調布ヶ丘１丁目５番１号

専攻長

　　　　ください。

（４） 管理運営組織

職　　名

学　　長

研究科長
東京外国
語大学

学府長

専攻長

東京農工
大学

学　　長

電気通信
大学

学　　長

研究科長

専 攻 長
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（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、平成２７年度開設の４年制の学科の完成年度を超えて報告する場合（令和元年度までの５年間）ですが、
　　　　完成年度を超えていない場合は修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が４年以下の場合には欄を削除し、
　　　　５年以上の場合には、欄を設けてください。）

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

総合国際学研究科

　博士（学術）

工学府

3 4 0 12

　博士（学術）

　情報理工学研究科

　　共同ｻｽﾃｲﾅﾋﾞ 3 4 0 12

　　ﾘﾃｨ研究専攻

　博士（学術）

（注）・　定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　学生募集停止を予定している場合は、「備考」にその旨記載してください。

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号
　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

学際領域

共同サステイナビ
リティ研究専攻

年次

年 人

共同サステイナビ
リティ研究専攻

年次 人

（５）　調査対象学部等の名称，定員，入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科
の分野

設 置 時 の 計 画
備　　考

修業年限 入学定員 編入学定員 収容定員
大学名

東京農工大
学大学院

学際領域

人

3 3 0 9

年 人 年次 人

人

東京外国語
大学大学院

電気通信大
学

学際領域
   年   人

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

    人

人
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対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

2人 1人 人 人 人 人 人 人 人 人

3

( - ) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ - ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

3

( - ) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ - ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

3

( - ) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ - ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

3

( - ) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ - ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ
2人 2人 人 人 人 人 人 人 人 人

4

(－) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 1 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

4

(－) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 1 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

4

(－) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 1 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

4

(－) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 1 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ
2人 2人 人 人 人 人 人 人 人 人

5

( ― ) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 1 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

5

( ― ) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 1 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

5

( ― ) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 1 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

5

( ― ) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ 1 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお、計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学のみ

　　　　記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。

Ａ　 入学定員

志願者数

(　　 　) (　　 　)

-1.00倍

Ａ　 入学定員

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

令和元年度

4人

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

開設年度から報
告年度までの平
均入学定員超過

率

備　　考

東京外国語
大学

(　　 　)(　－ 　)

[ 　　　 ] [ 　　　 ][ 　-　 ]

Ｂ　 入学者数

志願者数

受験者数

合格者数

1.00

1.00

(　　 　)

1.00倍 －
その他の学期の入学定
員：１名

3人
(　　 　) (　　 　) (　　 　)

[ 　-　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ]

志願者数

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

東京農工大
学

(　　 　)

令和2年度

(　-　)

令和3年度
大学名

平均入学定員
超 過 率

電気通信大
学

Ａ　 入学定員

1.25　　倍

4
(　―　) (　　 　) (　　 　) (　　 　) (　　 　)

[ 　―　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ]

1.25

―　　倍

[ 　　　 ] [ 　　　 ]
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

3

[ - ] [　 　] [　 　] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（-） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

4

[　1　] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

-

[　-　] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（ - ） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

-

[　-　] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（ - ） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

5

[　1　] [　 　] [　 　] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（―） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　）（　　）（　　）（　　）

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

その他の学期の入学定員：１名

２年次

３年次

計

3

[　　　　 ]

（-） （　　　　 ）

[　　　　 ]

（　　　　 ）

備　　　　　考

２年次

令和元年度

[　　　　 ]

（　　　　 ）

[　　　　 ]

（　　　　 ）

令和2年度 令和3年度

[　　　　 ]

[　　　　 ]

（　　　　 ）

（　　　　 ）

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

大学名

[　　1　　]

（　　　　 ）

電気通信大
学

１年次

（　　　　 ） （　　　　 ）

[　　　　 ]

（　　　　 ）

[　　　　 ]

（　　　　 ）

東京外国語
大学

１年次

東京農工大
学

[ - ]

３年次

１年次

4

計

（　　　　 ）

（　　-　　）

２年次

３年次

４年次

計

5

[    1    ] [　　　　 ] [　　　　 ] [　　　　 ] [　　　　 ]

（ 　―　  ）
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

入学した年度

3 人 0 人 令和元年度 0 人 0 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和３年度 人 人

0 人 0 人 0 人

4 人 0 人 令和元年度 0 人 0 人

令和元年度 人 人

令和2年度 人 人

令和元年度 人 人

令和2年度 人 人

令和3年度 人 人

0 人 0 人 0 人

5 人 0 人 令和元年度 0 人 0 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 人 人

令和３年度 人 人

0 人 0 人 0 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

東京農工大学

　　　区　分

対象年度

在学者数（b） 退学者数（a）

合　　計

大学名

人

令和元年度

令和2年度

東京外国語
大学

令和元年度

令和２年度 人

主な退学理由内訳

退学者数
退学者数の
うち留学生数

令和3年度 人

人 人

人

令和３年度 人 人

合　　計

人

電気通信大
学

令和元年度

令和２年度 人

合　　計

令和３年度 人 人
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　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合
＜東京外国語大学＞

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0
令和元年度の在学者数（ｂ） 3

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0
令和２年度の在学者数（ｂ） 0

【令和３年度】

令和３年度の退学者数（ａ） 0
令和３年度の在学者数（ｂ） 0

＜東京農工大学＞

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0

令和元年度の在学者数（ｂ） 4

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0

令和２年度の在学者数（ｂ） 0

【令和３年度】

令和３年度の退学者数（ａ） 0

令和３年度の在学者数（ｂ） 0

＜電気通信大学＞
【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0
令和元年度の在学者数（ｂ） 5

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0
令和２年度の在学者数（ｂ） 0

【令和３年度】

平成２９年度の退学者数（ａ） 0
平成２９年度の在学者数（ｂ） 0

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで表示されます。

0 ％= =

= = #DIV/0! ％

= = 0 ％

= = #DIV/0! ％

％

= = #DIV/0! ％

= = #DIV/0! ％

= = 0 ％

= = #DIV/0! ％

= = #DIV/0!



7

【令和元年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前
外語大/
農工大/
電通大

2 8 3 兼1 1前
外語大/
農工大/
電通大

2 10 1 兼1

1後
外語大/
農工大/
電通大

2 7 3 1後
外語大/
農工大/
電通大

2 9 1

－ 4 0 0 8 3 0 0 0 兼1 － 4 0 0 10 1 0 0 0 兼1

1前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 8 3
1前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 10 1

1前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 8 3
1前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 10 1

2前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 8 3
2前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 10 1

2前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 8 3
2前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 10 1

3前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 8 3
3前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 10 1

3前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 8 3
3前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 10 1

－ 6 0 0 8 3 0 0 0 － 6 0 0 10 1 0 0 0

1前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 8 3
1前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 10 1

1前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 8 3
1前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 10 1

2前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 8 3
2前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 10 1

2前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 8 3
2前
・後

外語大/
農工大/
電通大

1 10 1

1後
2前
・後

外語大/
農工大/
電通大

2 8 3
1後
2前
・後

外語大/
農工大/
電通大

2 10 1

1後
2前
・後

外語大/
農工大/
電通大

2 8 3
1後
2前
・後

外語大/
農工大/
電通大

2 10 1

－ 4 4 0 8 3 0 0 0 － 4 4 0 10 1 0 0 0

- 14 4 0 8 3 0 0 0 1 - 14 4 0 10 1 0 0 0 1

２　授業科目の概要

授業科目の名称

配
当
年
次

構成大
学

単位数 専任教員等の配置

（１）ー① 授業科目表

【認可時又は届出時】

科目
区分

授業科目の名称

兼
任
・
兼
担

共
通
基
盤
科
目

サステイナビリティ研究
基礎A

共
通
基
盤
科
目

サステイナビリティ研究
基礎A

サステイナビリティ研究
基礎B

サステイナビリティ研究
基礎B

小計（2科目） 小計（2科目）

科目
区分

配
当
年
次

構成大
学

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

サ
ス
テ
イ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
研
究
セ
ミ
ナ
ー

／
ラ
ボ
ワ
ー

ク
科
目

協働分野セミナーⅠ

サ
ス
テ
イ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
研
究
セ
ミ
ナ
ー

／
ラ
ボ
ワ
ー

ク
科
目

協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ 協働分野セミナーⅡ

協働分野セミナーⅢ 協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ 協働分野セミナーⅣ

協働分野セミナーⅤ 協働分野セミナーⅤ

協働分野セミナーⅥ 協働分野セミナーⅥ

小計（6科目） 小計（6科目）

実
践
実
習
科
目

サステイナビリティ研究
先端演習Ⅰ

実
践
実
習
科
目

サステイナビリティ研究
先端演習Ⅰ

サステイナビリティ研究
先端演習Ⅱ

サステイナビリティ研究
先端演習Ⅱ

サステイナビリティ研究
先端演習Ⅲ

サステイナビリティ研究
先端演習Ⅲ

サステイナビリティ研究
先端演習Ⅳ

サステイナビリティ研究
先端演習Ⅳ

学外実践実習 学外実践実習

学内実践実習 学内実践実習

小計（6科目） 小計（6科目）

合計（14科目） 合計（14科目）

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法

本専攻における修了要件は、共通基盤科目から4単位、サステイナビリティ研究セミナー／
ラボワーク科目から6単位、実践実習科目から6単位の計16単位を修得し、かつ、博士論
文の審査及び最終試験に合格するものとする。
実践実習科目のうち、「学外実践実習」及び「学内実践実習」は選択必修科目であり、いず
れか1科目2単位を必ず修得するものとする。

本専攻における修了要件は、共通基盤科目から4単位、サステイナビリティ研究セミナー／
ラボワーク科目から6単位、実践実習科目から6単位の計16単位を修得し、かつ、博士論
文の審査及び最終試験に合格するものとする。
実践実習科目のうち、「学外実践実習」及び「学内実践実習」は選択必修科目であり、いず
れか1科目2単位を必ず修得するものとする。
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【令和元年度】

【令和２年度】

【令和３年度】

（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、

　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。

　　　・　不要な年度（平成２９年度開設であれば平成２８年度）の表は適宜削除してください。

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

[　 　0　] [　　 0　] [　　 0　] [　　 0　]

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

[　 　0　] [　　 0　] [　　 0　] [　　 0　]

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

[　 　0　] [　　 0　] [　　 0　] [　　 0　]

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を

　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

（１）ー②授業科目表に関する変更内容
　　　　 　　　　

特になし。

　　　　 　　　　

　　　　 　　　　

　　　　 　　　　

（２） 授業科目数

大
学
名

設置時の計画 変更状況
備考

必修 選択 自由 計（Ａ） 必修 選択 自由 計

東
京
農
工
大

学

12 2 0 14 12 2 0 14

東
京
外
国
語

大
学 12 2 0 14 12 2 0 14

電
気
通
信
大

学

12 2 0 14 12 2 0 14
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 未開講の理由，代替措置の有無

１

２

３

１

２

３

１

２

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 廃止の理由，代替措置の有無

１

２

３

１

２

３

１

２

３

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、

　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能なかぎり具体的に記入してください。

0

14

0

14

0

14

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

0

　　　（東京外国語大学）

　　　（東京農工大学）

＝

　　　（電気通信大学）

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝ 0

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

＝

（３） 未開講科目

（４） 廃止科目

東京外国語大学

東京農工大学

電気通信大学

東京外国語大学

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

該当なし

電気通信大学

％
設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

東京農工大学

％

％

0
未開講科目（３）と廃止科目（４）の計

＝

該当なし

該当なし
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備考

大学全体

利用目的変更（元）

大学全体

受入・廃棄等に伴う変更
（元）

大学全体

大学全体

学生納付金以外の維持方法の概要

千円 千円 千円 千円 千円 千円

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等 千円 千円 設備購入費 千円 千円 千円

学生１人当り
納付金

開設前年度 開設年度 完成年度

(８) 教員１人当り研究費等 千円 千円 図書購入費 千円 千円
経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

3,040 ㎡ テニスコート　５面

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

6,930㎡ 564席 689,694冊

0

（867,836〔471,588〕）
（863,350〔467,428〕）

（9,909〔3,668〕）
（9,769〔3,565〕）

（8,426〔8,426〕）
（6,473〔5,904〕）

（1,188） （7） （0）
計

855,261〔463,980〕 9,607〔3,370〕 6,473〔5,904〕 1,188 7

（867,836〔471,588〕）
（863,350〔467,428〕）

（9,909〔3,668〕）
（9,769〔3,565〕）

（8,426〔8,426〕）
（6,473〔5,904〕）

(1,188) （7） （0）

点 点 点

共同サステイナ
ビリティ研究専

攻

855,261〔463,980〕 9,607〔3,370〕 6,473〔5,904〕 1,188 7 0

機械・器具 標　　本
(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

図
書
・
設
備

冊 種 〔うち外国書〕

(４) 専任教員研究室
新設学部等の名称 室　　　　　　数

共同サステイナビリティ研究専攻 3 室

39 42　室 1　室
6　室 3 1　室

（補助職員　0　人）（補助職員　5　人）

（　　　　0 ㎡） （　　　　0 ㎡） （　42,158 ㎡）

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

43 42　室

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

42,158 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 42,158 ㎡

（　42,158 ㎡）

そ　の　他 7,992 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 7,992 ㎡

合　　　計 130,000 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 130,000 ㎡

27,758 ㎡

小　　　計 122,008 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 122,008 ㎡

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地 94,250 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 94,250 ㎡

運動場用地 27,758 ㎡ 0 ㎡  0 ㎡

３　施設・設備の整備状況，経費

（東京外国語大学）

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計
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備考

平成30年8月府中地区

5号館の改修のため（元）

大学全体

建物の一部改修の

ため（元）

予算、電子ジャーナル

契約内容の変更により

図書等の購入計画を

見直したため（元）

大学全体、図書スペースの

利用方法を見直したため（元）

大学全体

学生納付金以外の維持方法の概要

千円 千円 千円 千円 千円 千円

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等 千円 千円 設備購入費 千円 千円 千円

学生１人当り
納付金

開設前年度 開設年度 完成年度

(８) 教員１人当り研究費等 千円 千円 図書購入費 千円 千円
経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分

544,889冊

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

2,477㎡ テニスコート 武道場 ゴルフ練習場ほか

（7,226〔7,155〕)
（7,043〔6,402〕)

(2,852)
(2,972)

（0） （0）

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

6,907㎡
948席
897席

（0）

計

530,482〔176,338〕 14,174〔7,038〕 7,043〔6,402〕　 2992 0 0

（526,347〔175,726〕)
（527,836〔176,074〕)

（14,143〔7,022〕)
（14,149〔7,030〕)

14,174〔7,038〕 7,043〔6,402〕　 2992 0 0

（526,347〔175,726〕)
（527,836〔176,074〕)

（14,143〔7,022〕）
（14,149〔7,030〕）

（7,226〔7,155〕)
（7,043〔6,402〕)

(2,852)
(2,972)

（0）

大学全体での共用
分

図
書
・
設
備

冊 種 〔うち外国書〕 点 点 点

工学府
共同サステイナ
ビリティ研究専

攻

530,482〔176,338〕

機械・器具 標　　本
(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

(４) 専任教員研究室
新設学部等の名称 室　　　　　　数

工学府　共同サステイナビリティ研究専攻 4 室

43　45室 　517　513室
10 0

（補助職員　　3人） （補助職員　0人）

（　　　　　　0㎡） （　　　　　0㎡）
（　　　131,488㎡）
（　　　131,288㎡）

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

83　77室

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

131,488㎡
131,288㎡

0㎡ 0㎡
131,488㎡
131,288㎡

（　　　131,488㎡）
（　　　131,288㎡）

そ　の　他 180,899㎡ 0㎡ 0㎡ 180,899㎡

合　　　計 464,247 0㎡ 0㎡ 464,247

0㎡ 46,341㎡

小　　　計 283,348㎡ 0㎡ 0㎡ 283,348㎡

計

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地 237,007㎡ 0㎡ 0㎡ 237,007㎡

運動場用地 46,341㎡ 0㎡

（東京農工大学）

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用
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備考

受入・廃棄等に伴う変更
（元）

　　　　を併せて提出してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、黒字で記入してください。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

　　　・　構成大学ごとに記入してください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和元年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（元）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

学生納付金以外の維持方法の概要

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　　　

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等 千円 千円 設備購入費 千円 千円 千円

学生１人当り
納付金

開設前年度 開設年度 完成年度

(８) 教員１人当り研究費等 千円 千円 図書購入費 千円 千円
経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

3,077 ㎡
プール、野外競技場（弓道場、テ
ニスコート７面）

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

7,323 ㎡ 621 席 368,000 冊

0

（308,684〔106,798〕）
（315,018〔109,394〕）

（8,912〔6,095〕）
（8,887〔6,091〕）

（3,900〔3,890〕）
（3,899〔3,899〕）

（2,582）
（2,896）

（　 0　 ） （　 0　 ）
計

308,684〔106,798〕
315,018〔109,394〕

8,912〔6,095〕
8,887〔6,091〕

3,900〔3,890〕
3,899〔3,899〕

2,582
2,896

0

（308,684〔106,798〕）
（315,018〔109,394〕）

（8,912〔6,095〕）
（8,887〔6,091〕）

（3,900〔3,890〕）
（3,899〔3,899〕）

（2,582）
（2,896）

（　 0　 ） （　 0　 ）

点 点 点

情報理工学研究科

共同ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ
研究専攻

308,684〔106,798〕
315,018〔109,394〕

8,912〔6,095〕
8,887〔6,091〕

3,900〔3,890〕
3,899〔3,899〕

2,582
2,896

0 0

機械・器具 標　　本
(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

図
書
・
設
備

冊 種 〔うち外国書〕

(４) 専任教員研究室
新設学部等の名称 室　　　　　　数

情報理工学研究科　共同ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究専攻 4 室

7 室 4 室
0 室 0 室

（補助職員  0 人） （補助職員  0 人）

（　　 　　 0 ㎡） （　　 　　 0 ㎡） （　   90,163 ㎡）

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

0 室

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

90,163 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 90,163 ㎡

（　   90,163 ㎡）

そ　の　他 34,685 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 34,685 ㎡

合　　　計 188,305 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 188,305 ㎡

0 ㎡ 38,187 ㎡
　校舎敷地と別地
　（校舎から２km）

小　　　計 153,620 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 153,620 ㎡

計

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地 115,433 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 115,433 ㎡

運動場用地 38,187 ㎡ 0 ㎡

（電気通信大学）

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用
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４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 備　　考

年 人 年次 人 倍 年度 年度 年度

人

言語文化学部


　言語文化学科 4 335 3年次 1,475
学士（言語・
地域文化） 1.05 平成31年度 平成24年度

東京都府中市朝日町三丁目11番1
号 入学定員変更（△35）

15
令和3年度から編入学定員変更
（△5）予定

国際社会学部

　国際社会学科 4 335 3年次 1,490
学士（言語・
地域文化） 1.07 平成31年度 平成24年度 同上 入学定員変更（△40）

15
令和3年度から編入学定員変更
（△5）予定

国際日本学部

　国際日本学科 4 75 3年次 75
学士（言語・
地域文化） 1.09 - 平成31年度 同上

10

外国語学部

　欧米第一課程 4 - - -
学士（言語・
地域文化） - - 平成7年度 同上

平成24年度より学生
募集停止

　欧米第二課程 4 - - -
学士（言語・
地域文化） - - 平成7年度 同上

平成24年度より学生
募集停止

　ロシア・東欧課程 4 - - -
学士（言語・
地域文化） - - 平成7年度 同上

平成24年度より学生
募集停止

　東アジア課程 4 - - -
学士（言語・
地域文化） - - 平成7年度 同上

平成24年度より学生
募集停止

　東南アジア課程 4 - - -
学士（言語・
地域文化） - - 平成7年度 同上

平成24年度より学生
募集停止

　南・西アジア課程 4 - - -
学士（言語・
地域文化） - - 平成7年度 同上

平成24年度より学生
募集停止

　日本課程 4 - - -
学士（言語・
地域文化） - - 平成7年度 同上

平成24年度より学生
募集停止

大学全体 4 745 30 3,040 - ‐ - - -

大 学 の 名 称 備　　考

年 人 年次 人 倍

人

総合国際学研究科
博士前期課程

　世界言語社会専攻 2 102 - 204

修士（学術）
修士（文学）
修士（言語

学）
修士（国際

学）

0.93 - 平成28年度 同上

　国際日本専攻 2 46 - 86

修士（学術）
修士（文学）
修士（言語

学）
修士（国際

学）

0.95 - 平成28年度 同上

　言語文化専攻 2 - - -

修士（学術）
修士（文学）
修士（言語

学）
修士（国際

学）

- - 平成19年度 同上

平成28年度より学生
募集停止

　言語応用専攻 2 - - -

修士（学術）
修士（文学）
修士（言語

学）
修士（国際

学）

- - 平成19年度 同上

平成28年度より学生
募集停止

地域・国際専攻 2 - - -

修士（学術）
修士（文学）
修士（言語

学）
修士（国際

学）

- - 平成19年度 同上

平成28年度より学生
募集停止

　国際協力専攻 2 - - -

修士（学術）
修士（文学）
修士（言語

学）
修士（国際

学）

- - 平成19年度 同上

平成28年度より学生
募集停止

博士後期課程
　世界言語社会専攻

3 27 - 87 博士（学術） 1.00 平成31年度 平成30年度 同上 入学定員変更（△3）

　国際日本専攻 3 10 - 30 博士（学術） 1.00 - 平成30年度 同上

　共同サステイナビ
リティ研究専攻

3 3 - 3 博士（学術） 1.00 - 平成31年度 同上

　言語文化専攻 3 - - - 博士（学術） - - 平成21年度 同上
平成30年度より学生
募集停止

　国際社会専攻 3 - - - 博士（学術） - - 平成21年度 同上
平成30年度より学生
募集停止

大学院全体 5 188 - 410 - - - - -

東京外国語大学

既設学部等の名称
平均入学

定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間
の学科の

み）

開設
年度

所　在　地

東京外国語大学大学院

修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

開設
年度

所　在　地既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

定員変更
年度

（AC期間
の学科の

み）
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大 学 の 名 称 備　　考

年 人 3年次 人 倍 年度 年度 年度

農学部 人

　生物生産科学科 4 57 － 228
学士

（農学） 1.05 - 平成16年度
東京都府中市幸町三丁
目５番８号

　応用生物科学科 4 71 － 284
学士

（農学） 1.07 - 平成16年度 同上

　環境資源科学科 4 61 － 244
学士

（農学） 1.04 - 平成16年度 同上

　地域生態システム
学科

4 76 － 304
学士

（農学） 1.05 - 平成16年度 同上

　共同獣医学科 4 35 － 210
学士（獣医

学） 1.11 - 平成24年度 同上

　獣医学科 4 － － －
学士（獣医

学） - - 平成16年度 同上
平成24年度より学生
募集停止

工学部

　生命工学科 4 － － －
学士

（工学） - - 平成16年度
東京都小金井市中町二
丁目２４番１６号

令和元年度より学生
募集停止

　応用分子化学科 4 － － －
学士

（工学） - - 平成16年度 同上
令和元年度より学生
募集停止

　有機材料化学科 4 － － －
学士

（工学） - - 平成16年度 同上
令和元年度より学生
募集停止

　化学システム工学
科

4 － － －
学士

（工学） - - 平成16年度 同上
令和元年度より学生
募集停止

　機械システム工学
科

4 － － －
学士

（工学） - - 平成16年度 同上
令和元年度より学生
募集停止

　物理システム工学
科

4 － － －
学士

（工学） - - 平成16年度 同上
令和元年度より学生
募集停止

　電気電子工学科 4 － － －
学士

（工学） - - 平成16年度 同上
令和元年度より学生
募集停止

　情報工学科 4 － － －
学士

（工学） - - 平成16年度 同上
令和元年度より学生
募集停止

生命工学科 4 81 11 346
学士

（工学） 1.03 - 令和元年度 同上

生体医用システム工
学科

4 56 6 236
学士

（工学） 1.03 - 令和元年度 同上

応用化学科 4 81 10 344
学士

（工学） 1.04 - 令和元年度 同上

化学物理工学科 4 81 7 338
学士

（工学） 1.11 - 令和元年度 同上

機械システム工学科 4 102 16 440
学士

（工学） 1.00 - 令和元年度 同上

知能情報システム工
学科

4 120 20 520
学士

（工学） 1.01 - 令和元年度 同上

大学全体 - 821 70 3494 - - - - -

大 学 の 名 称 備　　考

年 人 3年次 人 倍 年度 年度 年度

工学府（博士前期課程）

　生命工学専攻 2 58 － 116
修士（工学又
は学術） 1.08 - 平成16年度

東京都小金井市中町二
丁目２４番１６号

　応用化学専攻 2 78 － 156
修士（工学又
は学術） 1.03 - 平成16年度 同上

　機械システム工学
専攻

2 70 － 140
修士（工学又
は学術） 1.01 - 平成16年度 同上

　物理システム工学
専攻

2 26 － 52
修士（工学又
は学術） 1.07 - 平成16年度 同上

　電気電子工学専攻 2 66 － 132
修士（工学又
は学術） 1.00 - 平成16年度 同上

　情報工学専攻 2 42 － 84
修士（工学又
は学術） 1.00 - 平成18年度 同上

工学府（博士後期課程）

　生命工学専攻 3 14 － 42
博士（工学又
は学術） 0.87

　応用化学専攻 3 14 － 42
博士（工学又
は学術） 0.97

　機械システム工学
専攻

3 13 － 39
博士（工学又
は学術） 1.33

　電子情報工学専攻 3 15 － 57
博士（工学又
は学術） 0.90

東京農工大学

既設学部等の名称
修業
年限

開設
年度

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

定員変更
年度

（AC期間
の学科の

み）

　東京農工大学大学院

所　在　地
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工学府（博士課程）

共同サステイナビリ
ティ研究専攻

3 4 － 12
博士

（学術） 1.00 - 令和元年度
東京都小金井市中町二
丁目２４番１６号

工学府（専門職学位課程）

　産業技術専攻 2 40 － 80
技術経営修士
（専門職） 1.01 - 平成23年度

東京都小金井市中町二
丁目２４番１６号

農学府（修士課程）

　生物生産科学専攻 2 - － -
修士（農学又
は学術） - - 平成16年度

東京都府中市幸町三丁
目５番８号

令和元年度より学生
募集停止

　共生持続社会学専
攻

2 - － -
修士（農学又
は学術） - - 平成16年度 同上

令和元年度より学生
募集停止

　応用生命化学専攻 2 - － -
修士（農学又
は学術） - - 平成16年度 同上

令和元年度より学生
募集停止

　生物制御科学専攻 2 - － -
修士（農学又
は学術） - - 平成16年度 同上

令和元年度より学生
募集停止

　環境資源物質科学
専攻

2 - － -
修士（農学又
は学術） - - 平成16年度 同上

令和元年度より学生
募集停止

　物質循環環境科学
専攻

2 - － -
修士（農学又
は学術） - - 平成16年度 同上

令和元年度より学生
募集停止

　自然環境保全学専
攻

2 - － -
修士（農学又
は学術） - - 平成16年度 同上

令和元年度より学生
募集停止

　農業環境工学専攻 2 - － -
修士（農学又
は学術） - - 平成16年度 同上

令和元年度より学生
募集停止

　国際環境農学専攻 2 - － -
修士（農学又
は学術） - - 平成16年度 同上

令和元年度より学生
募集停止

農学専攻 2 174 － 348
修士（農学又
は学術） 1.12 - 令和元年度 同上

農学府（博士課程）

　共同獣医学専攻 4 10 － 40
博士

（獣医学） 1.45 - 平成30年度
東京都府中市幸町三丁
目５番８号

生物システム応用科
学府

（博士前期課程）

　生物機能システム
科学専攻

2 59 － 118
修士（工学、
農学又は学

術）
1.06 - 平成27年度

東京都小金井市中町二
丁目２４番１６号

　生物システム応用
科学専攻

2 － － －
修士（工学、
農学又は学

術）
- - 平成16年度 同上

平成27年度より学生
募集停止

生物システム応用科
学府

（博士後期課程）

　生物機能システム
科学専攻

3 12 － 36
博士（工学、
農学又は学

術）
1.30 - 平成27年度

東京都小金井市中町二
丁目２４番１６号

　生物システム応用
科学専攻

3 － － －
博士（工学、
農学又は学

術）
- - 平成16年度 同上

平成27年度より学生
募集停止

生物システム応用科
学府

（一貫制博士課程）

　食料エネルギーシ
ステム科学専攻

5 10 － 50
博士（工学、
農学又は学

術）
1.12 - 平成27年度

東京都小金井市中町二
丁目２４番１６号

生物システム応用科
学府

（博士課程）

　共同先進健康科学
専攻

3 6 － 18
博士（生命

科学） 0.60 平成22年度
東京都小金井市中町二
丁目２４番１６号

連合農学研究科（博
士課程）

　生物生産科学専攻 3 15 － 45
博士（農学又
は学術） 0.93 平成19年度

東京都府中市幸町三丁
目５番８号

　応用生命科学専攻 3 10 － 30
博士（農学又
は学術） 0.46 平成19年度 同上

　環境資源共生科学
専攻

3 10 － 30
博士（農学又
は学術） 1.10 平成19年度 同上

　農業環境工学専攻 3 4 － 12
博士（農学又
は学術） 1.50 平成19年度 同上

　農林共生社会科学
専攻

3 6 － 18
博士（農学又
は学術） 1.05 平成19年度 同上

大学院 － 760 － 1697 － － － － －
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大 学 の 名 称 備　　考

年 人 年次 人 倍 年度 年度 年度

人

情報理工学域

　Ⅰ類（情報系） 4 210
3年次

9
858 学士

（工学）
1.04 - 平成28年度

東京都調布市調布ヶ丘１
丁目５番地１号

　Ⅱ類（融合系） 4 245
3年次
10

1000 学士
（工学）

1.04 - 平成28年度 同上

　Ⅲ類（理工系） 4 235
3年次
10

960 学士
（工学）

1.04 - 平成28年度 同上

　先端工学基礎課程

　（夜間主）
4 30

3年次
3

126 学士
（工学）

1.04 - 平成28年度 同上

情報理工学部

　総合情報学科 4 - - - 学士
（工学）

- - 平成22年度
東京都調布市調布ヶ丘１
丁目５番地１号

平成28年学生募集
停止

　情報・通信工学科 4 - - - 学士
（工学）

- - 平成22年度 同上
平成28年学生募集
停止

　知能機械工学科 4 - - - 学士
（工学）

- - 平成22年度 同上
平成28年学生募集
停止

　先進理工学科 4 - - - 学士
（工学）

- - 平成22年度 同上
平成28年学生募集
停止

　先端工学基礎課程

　（夜間主）
4 - - - 学士

（工学）
- - 平成22年度 同上

平成28年学生募集
停止

　先端工学基礎課程

　（夜間主）
4 - - - 学士

（工学）
- - 平成22年度 同上

平成28年学生募集
停止

大学 － 720 32 2944 － － － － －

大 学 の 名 称 備　　考

年 人 年次 人 倍 年度 年度 年度

人

情報理工学研究科
（博士前期課程）

　情報学専攻 2 110 - 220
修士

(工学)(理
学)(学術)

1.14 - 平成28年度
東京都調布市調布ヶ丘１
丁目５番地１号

　情報・ﾈｯﾄﾜｰｸ

　工学専攻
2 150 - 300

修士
(工学)(理
学)(学術)

1.14 - 平成28年度 同上

　機械知能ｼｽﾃﾑ学

　専攻
2 105 - 210

修士
(工学)(理
学)(学術)

1.13 - 平成28年度 同上

　基盤理工学専攻 2 135 - 270
修士

(工学)(理
学)(学術)

1.06 - 平成28年度 同上

　総合情報学専攻 2 - - -
修士

(工学)(理
学)(学術)

- - 平成22年度 同上
平成28年学生募集
停止

　情報・通信工学

　専攻
2 - - -

修士
(工学)(理
学)(学術)

- - 平成22年度 同上
平成28年学生募集
停止

　知能機械工学専攻 2 - - -
修士

(工学)(理
学)(学術)

- - 平成22年度 同上
平成28年学生募集
停止

　先進理工学専攻 2 - - -
修士

(工学)(理
学)(学術)

- - 平成22年度 同上
平成28年学生募集
停止

情報理工学研究科
（博士後期課程）

　情報学専攻 3 12 - 36
博士

(工学)(理
学)(学術)

1.25 - 平成28年度
東京都調布市調布ヶ丘１

丁目５番地１号

　情報・ﾈｯﾄﾜｰｸ

　工学専攻
3 17 - 51

博士
(工学)(理
学)(学術)

0.67 - 平成28年度 同上

　機械知能ｼｽﾃﾑ学

　専攻
3 11 - 33

博士
(工学)(理
学)(学術)

1.13 - 平成28年度 同上

　電気通信大学

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

定員変更
年度

（AC期間
の学科の

み）

開設
年度

所　在　地

一般入試（前期日
程）では学域全体の
大括り入試を採用し
ており、入学定員超
過率は類別の状況を
集計することができ
ないため、Ⅰ類、Ⅱ
類、Ⅲ類をまとめた
状況を記載してい
る。

　電気通信大学大学院

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

定員変更
年度

（AC期間
の学科の

み）

開設
年度

所　在　地
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　基盤理工学専攻 3 15 - 45
博士

(工学)(理
学)(学術)

0.70 - 平成28年度 同上

　共同ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ

　研究専攻
3 4 - 12 博士

(学術)
1.25 - 令和元年度 同上

　総合情報学専攻 3 - - -
博士

(工学)(理
学)(学術)

- - 平成22年度 同上
平成28年学生募集
停止

　情報・通信工学

　専攻
3 - - -

博士
(工学)(理
学)(学術)

- - 平成22年度 同上
平成28年学生募集
停止

　知能機械工学専攻 3 - - -
博士

(工学)(理
学)(学術)

- - 平成22年度 同上
平成28年学生募集
停止

　先進理工学専攻 3 - - -
博士

(工学)(理
学)(学術)

- - 平成22年度 同上
平成28年学生募集
停止

情報ｼｽﾃﾑ学研究科
（博士前期課程）

　情報ﾒﾃﾞｨｱｼｽﾃﾑ学

　専攻
2 - - - 修士

(工学)(学術)
- - 平成22年度

東京都調布市調布ヶ丘１
丁目５番地１号

平成28年学生募集
停止

　社会知能情報学

　専攻
2 - - - 修士

(工学)(学術)
- - 平成22年度 同上

平成28年学生募集
停止

　情報ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ学

　専攻
2 - - - 修士

(工学)(学術)
- - 平成22年度 同上

平成28年学生募集
停止

　情報ｼｽﾃﾑ基盤学

　専攻
2 - - - 修士

(工学)(学術)
- - 平成22年度 同上

平成28年学生募集
停止

情報ｼｽﾃﾑ学研究科
（博士後期課程）

　情報ﾒﾃﾞｨｱｼｽﾃﾑ学

　専攻
3 - - - 博士

(工学)(学術)
- - 平成22年度

東京都調布市調布ヶ丘１
丁目５番地１号

平成28年学生募集
停止

　社会知能情報学

　専攻
3 - - - 博士

(工学)(学術)
- - 平成22年度 同上

平成28年学生募集
停止

　情報ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ学

　専攻
3 - - - 博士

(工学)(学術)
- - 平成22年度 同上

平成28年学生募集
停止

　情報ｼｽﾃﾑ基盤学

　専攻
3 - - - 博士

(工学)(学術)
- - 平成22年度 同上

平成28年学生募集
停止

大学院 － 559 - 1177 － － － － －

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び

　　　　高等専門学校についてそれぞれの学校種ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」の考え方は「大学設置等に係る提出書類の作成の手引き（平成31年度改訂版）」と同じです。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

　　　　記入してください。

　　　・構成大学毎に記入してください。



18

５　教員組織の状況

（１）ー① 担当教員表

＜東京外国語大学＞

【認可時又は届出時】 【令和元年度】 【令和２年度】 【令和３年度】

兼担・

サステイナビリティ
研究基礎A
サステイナビリティ
研究基礎B
協働分野セミナーⅠ
協働分野セミナーⅡ
協働分野セミナーⅢ
協働分野セミナーⅣ
協働分野セミナーⅤ
協働分野セミナーⅥ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅳ
学外実践実習
学内実践実習

専 教授

李　孝徳
（56）

＜平成31年4月＞
学術博士

サステイナビリティ
研究基礎A
サステイナビリティ
研究基礎B
協働分野セミナーⅠ
協働分野セミナーⅡ
協働分野セミナーⅢ
協働分野セミナーⅣ
協働分野セミナーⅤ
協働分野セミナーⅥ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅳ
学外実践実習
学内実践実習

専

の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月
＞

保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月
＞

保有学位等

専
教授

武内　進一
（57）

＜平成31年4月＞
博士（学術）

専
教授

武内　進一
（57）

＜平成31年4月＞
博士（学術）

兼担・

兼任　 兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月
＞

保有学位等

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名

兼担・
氏　　名

（年　齢）
＜就任（予定）年月

＞
保有学位等

職名

専任・

兼任　 兼任　

の別　 の別　 の別　

兼担・

専 教授

中山　智香子
（54）

＜平成31年4月＞
Doktoris rerum

socialium
oeconomicarumque
（オーストリア）

専 教授

中山　智香子
（54）

＜平成31年4月＞
Doktoris rerum

socialium
oeconomicarumque
（オーストリア）

サステイナビリティ
研究基礎A
サステイナビリティ
研究基礎B
協働分野セミナーⅠ
協働分野セミナーⅡ
協働分野セミナーⅢ
協働分野セミナーⅣ
協働分野セミナーⅤ
協働分野セミナーⅥ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅳ
学外実践実習
学内実践実習

サステイナビリティ
研究基礎A
サステイナビリティ
研究基礎B
協働分野セミナーⅠ
協働分野セミナーⅡ
協働分野セミナーⅢ
協働分野セミナーⅣ
協働分野セミナーⅤ
協働分野セミナーⅥ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅳ
学外実践実習
学内実践実習

サステイナビリティ
研究基礎A
サステイナビリティ
研究基礎B
協働分野セミナーⅠ
協働分野セミナーⅡ
協働分野セミナーⅢ
協働分野セミナーⅣ
協働分野セミナーⅤ
協働分野セミナーⅥ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅳ
学外実践実習
学内実践実習

サステイナビリティ
研究基礎A
サステイナビリティ
研究基礎B
協働分野セミナーⅠ
協働分野セミナーⅡ
協働分野セミナーⅢ
協働分野セミナーⅣ
協働分野セミナーⅤ
協働分野セミナーⅥ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ
サステイナビリティ
研究先端演習Ⅳ
学外実践実習
学内実践実習

教授

李　孝徳
（56）

＜平成31年4月＞
学術博士
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＜東京農工大学＞

【認可時又は届出時】 【令和元年度】 【令和2年度】 【令和３年度】

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ

サステイナビリティ研究先端演習Ⅳ

学外実践実習

学内実践実習

三沢　和彦
（54）

＜平成31年４月＞
博士（理学）

兼任　 講師

江藤　学
（58）

＜平成31年４月＞

サステイナビリティ
研究基礎A

サステイナビリティ研究先端演習Ⅳ

学外実践実習

学内実践実習

専
教授

サステイナビリティ
研究基礎A

サステイナビリティ
研究基礎B

協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ

協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ

協働分野セミナーⅤ

協働分野セミナーⅥ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ

サステイナビリティ研究先端演習Ⅳ

学外実践実習

学内実践実習

千年　篤
（59）

＜平成31年４月＞
Doctor of

Philosophy in
Agricultural

Economics(米国)

香取　浩子
（57）

＜平成31年４月＞
学術博士

専

担当授業科目名 担当授業科目名担当授業科目名

兼任　 兼任　 兼任　

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月
＞

保有学位等

専任・

職名

兼担・ 兼担・兼担・

の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月
＞

保有学位等
の別　 の別　

専任・氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月
＞

保有学位等

学内実践実習

教授

香取　浩子
（57）

＜平成31年４月＞
学術博士

サステイナビリティ
研究基礎A

サステイナビリティ
研究基礎B

協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ

協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ

協働分野セミナーⅤ

協働分野セミナーⅥ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ

専
教授

三沢　和彦
（54）

＜平成31年４月＞
博士（理学）

サステイナビリティ
研究基礎A※

サステイナビリティ
研究基礎B※

協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ

協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ

兼任　 講師

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ

江藤　学
（58）

＜平成31年４月＞

サステイナビリティ研究先端演習Ⅳ

学外実践実習

学外実践実習

学内実践実習

サステイナビリティ
研究基礎A

学内実践実習

専
教授

サステイナビリティ
研究基礎A※

サステイナビリティ
研究基礎B※

協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ

協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ

協働分野セミナーⅤ

協働分野セミナーⅥ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ

協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ

協働分野セミナーⅤ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ

専
教授

野村　義宏
（57）

＜平成31年４月＞
農学博士

サステイナビリティ
研究基礎B※

協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ

協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ

協働分野セミナーⅤ

協働分野セミナーⅥ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ

サステイナビリティ研究先端演習Ⅳ

学外実践実習

サステイナビリティ研究先端演習Ⅳ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ

サステイナビリティ研究先端演習Ⅳ

教授
専

サステイナビリティ
研究基礎A

兼任　

兼担・

の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月
＞

保有学位等

担当授業科目名

学内実践実習

協働分野セミナーⅤ

協働分野セミナーⅥ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ

サステイナビリティ
研究基礎B

協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ

協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ

協働分野セミナーⅤ

協働分野セミナーⅥ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ

学外実践実習

学内実践実習

専
教授

千年　篤
（59）

＜平成31年４月＞
Doctor of

Philosophy in
Agricultural

Economics(米国)

サステイナビリティ
研究基礎A

サステイナビリティ
研究基礎B

協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ

専
教授

野村　義宏
（57）

＜平成31年４月＞
農学博士

サステイナビリティ
研究基礎B※

協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ

協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ

協働分野セミナーⅤ

協働分野セミナーⅥ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅰ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅱ

サステイナビリティ
研究先端演習Ⅲ

サステイナビリティ研究先端演習Ⅳ

学外実践実習

協働分野セミナーⅥ
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＜電気通信大学＞

【認可時又は届出時】 【令和元年度】 【令和２年度】 【令和３年度】

＜●●大学＞
　……　〔上記の様式と同様にして記載。〕

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）
　　　・　認可申請書又は設置届出書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。
　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の教員全て（兼任，兼担教員を含む。）を黒字で記入してください。
　　　　その上で，認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。
　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教員名簿」を確認してください。
　　　・　年齢は，それぞれの年度の５月１日時点の満年齢を記入してください。
　　　・　専任（専門職大学等は専、実専、実（研）、実み）、兼担、兼任の順に記入してください。
　　　・　不要な年度（平成２９年度開設であれば平成２８年度）の表は適宜削除し、詰めてください。
　　　・構成大学毎に記入してください。

協働分野セミナーⅤ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅳ

専
准教
授

岡田（首藤）佳子
（61）

＜平成31年４月＞
工学博士

協働分野セミナーⅢ

専

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月
＞

保有学位等

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月
＞

保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月
＞

保有学位等

専任・

職名

専
教授

横　井　浩　史
（55）

＜平成31年４月＞
博士（工学）

専
教授

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ｂ

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月
＞

保有学位等

兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　 兼任　 兼任　

の別　 の別　 の別　 の別　

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ａ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ａ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅳ

学外実践実習 学外実践実習

学内実践実習 学内実践実習

横　井　浩　史
（55）

＜平成31年４月＞
博士（工学）

協働分野セミナーⅤ

協働分野セミナーⅥ 協働分野セミナーⅥ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅰ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ｂ

協働分野セミナーⅠ 協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ 協働分野セミナーⅡ

協働分野セミナーⅢ 協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ 協働分野セミナーⅣ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅱ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅱ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅲ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅲ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅰ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅱ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅱ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅲ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅲ

協働分野セミナーⅢ 協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ 協働分野セミナーⅣ

協働分野セミナーⅤ 協働分野セミナーⅤ

協働分野セミナーⅥ 協働分野セミナーⅥ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅰ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅰ

岡田（首藤）佳子
（61）

＜平成31年４月＞
工学博士

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ａ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ａ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ｂ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ｂ

協働分野セミナーⅠ 協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ 協働分野セミナーⅡ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅳ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅳ

専 教授

専
准教
授

橋　山　智　訓
（51）

＜平成31年４月＞
博士（工学）

専
准教
授

橋　山　智　訓
（51）

＜平成31年４月＞
博士（工学）

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ａ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ａ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ｂ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ｂ

協働分野セミナーⅠ 協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ 協働分野セミナーⅡ

協働分野セミナーⅢ 協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ 協働分野セミナーⅣ

協働分野セミナーⅤ 協働分野セミナーⅤ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅲ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅲ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅳ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅳ

学外実践実習 学外実践実習

学内実践実習 学内実践実習

協働分野セミナーⅤ

協働分野セミナーⅥ 協働分野セミナーⅥ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅰ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅰ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅱ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅱ

学外実践実習 学外実践実習

学内実践実習 学内実践実習

准教
授

山本　佳世子
（50）

＜平成31年４月＞
博士（工学）

専 教授

山本　佳世子
（50）

＜平成31年４月＞
博士（工学）

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ａ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ａ

協働分野セミナーⅥ 協働分野セミナーⅥ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅰ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅰ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅱ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅱ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅲ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅲ

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅳ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究先端演習Ⅳ

協働分野セミナーⅢ

協働分野セミナーⅣ

学外実践実習 学外実践実習

学内実践実習 学内実践実習

ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ｂ ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ研究基礎Ｂ

協働分野セミナーⅠ 協働分野セミナーⅠ

協働分野セミナーⅡ 協働分野セミナーⅡ

協働分野セミナーⅣ

協働分野セミナーⅤ
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＜東京外国語大学＞

【令和元年度】

【令和２年度】

　　　　 　　　　

＜東京農工大学＞
　　　　 　　　　

【令和２年度】

　　　　 　　　　

＜電気通信大学＞

【令和元年度】

【令和２年度】

　　　　 　　　　

＜●●大学＞

　……　〔上記の様式と同様にして記載。〕

（注）・  変更内容を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は、当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画変更書」を提出し、

　　　　大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（AC教員審査）を受けてください。AC教員審査を受けずに専任教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」と記入してください。

　　　　なお、設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は、「教員審査省略」と記入してください。

　　　・　不要な年度（平成２９年度開設であれば平成２８年度）の表は適宜削除してください。

　　　・構成大学毎に記入してください。

（１）ー②担当教員表に関する変更内容
　　　　 　　　　

該当なし

【令和元年度】

該当なし

　　　　 　　　　

【令和３年度】

　　　　 　　　　

【令和３年度】

・岡田（首藤）佳子准教授が教授に昇任。平成３１年１月ＡＣ教員審査済み。
・山本佳世子准教授が教授に昇任。平成３１年１月ＡＣ教員審査済み。

　　　　 　　　　

【令和３年度】
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※3大学の合計人数を記載

※3大学の合計人数を記載

※3大学の合計人数を記載

（注）・　大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件（平成十一年九月十四日文部省告示第百七十五号）により

　　　　算出される教員数を記入してください。

（注）・「設置時の計画」には、設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに、（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の状況」には、報告年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の状況」には、「現在（報告時）の状況」に記入した数字に、教員審査を受審済みであり、

　　　　完成年度までに就任する教員数を加えた数を記入するとともに、［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の計画」には、予定されている完成年度時の人数を記入するとともに、

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

（0）

（２） 専任教員数等

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

設　置　時　の　計　画 現在（報告時）の状況

准教授

4 3 3

名 名 名

講　師 助　教

（0） （0） （3）

0 0 0

講義のみ担当
の教員数

0

［　0　］

講義のみ担当
の教員数

4

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

40

［　0　］

0 0 3

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

0 0

4

［　0　］

東京外国
語大学

3 0 0 0 3
3

4 0 0
4 0

（4）

研究指導教員
数

0

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

0 0 0 3

（3）

東京農工
大学大学

院

教　授 准教授 講　師

　（２）－②　専任教員数【大学院】

大学名 計
（Ｂ）

助　教
計

（Ａ）
教　授

電気通信
大学

4 3 3

名 名 名

（０） （4）

（０） （０）

4 0 0 4
4

（4） （０）

0

大学名

現在（報告時）の完成年度時の状況 現在（報告時）の完成年度時の計画

講　師 助　教
計

（Ｄ）
准教授 講　師 助　教

計
（Ｃ）

教　授 准教授教　授

3 0 0 0 3

4 0 0 0

3 0

［0］ ［0］ ［0］ ［0］ ［0］ ［0］ ［0］

［0］ ［0］ ［0］

3 0 0

［　　0　　］［　　0　　］［　　0　　］

0 0

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

4

大学名
完成年度時における
設置基準上の必要研

究指導教員数

完成年度時における
設置基準上の必要研
究指導補助教員数

うち、完成年度時に
おける設置基準上の

必要教授数

東京外国
語大学大
学院

4 3 3

名 名 名

講義のみ担当
の教員数

3 0 0
3 0 0

（3） （0） （0）

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

［0］ ［0］

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

3 0 0

［0］ ［0］ ［0］

東京農工
大学

［　0　］

0 4

4

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

3 1 0

0 0
4

（ 4 ） （ 0 ） （ 0 ）

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

0

東京外国
語大学

電気通信
大学

東京農工
大学

（０）

1 0 0 4

（ 1 ） （ 3 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 4 ）

電気通信
大学

1 3 0 0 4
3

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導教員
数

4

3 1 0

［0］

［　0　］ ［　0　］

［　　0　　］

研究指導教員
数

［　0　］ ［　0　］ ［　0　］ ［　0　］

研究指導補助
教員数

［　　0　　］［　　0　　］

4 0 0

4

［ 2 ］ ［ △2 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 2 ］ ［ △2 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

0

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

4 0 0 4 0 0

［   4   ］ ［   0   ］ ［   0   ］ ［   4   ］ ［   0   ］ ［   0   ］
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（注）・「年齢構成」には、当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません）、

　　　　および、報告年度の５月１日現在、定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数および完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　・なお、職位等によって定年年齢が異なる場合には、職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

　　　　し、「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ）
設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　　　・　全構成大学の合計値で計算してください。

報告時の教員のうち、定年を延長して採用している教員数
現在（報告時）の状況（Ｂ）

（注）・「年齢構成」には、当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません）、

　　　　および、報告年度の５月１日現在、定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数および完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　・なお、職位等によって定年年齢が異なる場合には、職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

　　　　し、「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

％
11

　（２）－⑤　現在（報告時）の状況における定年を延長している教員構成率

=
0

= 0

63～65 0 0

歳 名 名

定年規定の定める
定年年齢（歳）

報告時（上記
（Ｂ））の教員の
うち、定年を延長
して採用している

教員数

完成年度時（上記
（Ｃ））の教員う
ち、定年を延長し
て採用する教員数

電気通信
大学

65 0 0

歳 名 名

東京農工
大学

東京外国
語大学

　（２）－④　設置時の計画に対する教員充足率

=
11

= 100 ％
11

65 0 0

歳 名 名

　（２）－③　年齢構成

大学名

年齢構成
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大学名 時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

合計（Ｄ） 後任補充状況の集計（Ｅ）

就任を辞退した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

2

（３） 専任教員辞任等の理由

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由

0

選択 0 科目 選択 0 選択 0 選択 0

科目 必修 0 必修 0 必修

科目 計 0 計 0 計 0

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合、赤字にて記入するとともに、

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

1

2

東京農工
大学

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

0 人

必修 0

計 0

２

東京外国
語大学

１

電気通信
大学

1

該当なし
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大学名 時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　（３）－③　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（３）－③合計（Ｄ）+（Ｆ）
（２）－②設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで表示されます。

　　　・　全構成大学の合計値で計算してください。

選択

専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

辞任等の理由

科目 必修

合計（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｇ）

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

0 必修 0 必修 0

0

　　　　　に辞任理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

0 人

必修 0

0 自由 0

計 0

選択 0 科目 選択 0 選択 0

自由 0 科目 自由 0 自由

辞任等した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

計 0

（注）・　一度就任した後に、定年による退職以外の理由で辞任した全ての専任教員についてに記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

科目 計 0 計 0

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

合計（Ｄ）＋（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｅ）＋（Ｇ）

必修 0

計 0

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0

選択 0

0 必修

0

11

計 0 科目 計 0 計 0

人

必修 0 科目 必修

選択 0 科目 選択 0 選択 0

0

　（３）－④　設置時の計画に対する教員辞任率

=
0

= 0 ％

1

東京農工
大学

番　号 職　位

2

東京外国
語大学

1

2

電気通信
大学

1

2

該当なし
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大学名

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　今後の方針などを可能なかぎり具体的に記入してください。

担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由

科目 必修

合計 後任補充状況の集計

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

0 必修 0 必修 0

0 自由 0

選択 0 科目 選択 0 選択 0 選択 0

（注）・　定年により退職した全ての専任教員についてに記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

0 人

必修 0

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

計 0 科目 計 0 計 0 計 0

自由 0 科目 自由 0 自由

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

該当なし

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する大学の所見、学生への周知方法、

東京農工
大学

東京外国
語大学

電気通信
大学

　（３）－⑤　定年により退職した専任教員に対する後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別

該当なし
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（平成３０年８月）

・SDGsとして一般的に
使用される「持続可能な
開発（Sustainable
Development）」と本専攻
が定義する「サステイナ
ビリティ」について明確に
するとともに、社会が混
同しないよう適切に周知
し、設置計画を着実に履
行すること。

遵守事項

　本共同専攻のホームページ
（http://www.tufs-tuat-
uec.jp/page/coproduction.ht
ml）に、SDGsとして一般的に
使用される「持続可能な開発
（Sustainable Development）」
と本共同専攻が定義する「サ
ステイナビリティ」とがどのよう
な関係にあるかを歴史的かつ
概念的にわかりやすく示すと
ともに、本共同専攻が目指す
持続可能な開発について具
体的な説明を行った。
　また、学生に関しては、
SDGsとして一般的に使用さ
れる「持続可能な開発
（Sustainable Development）」
と本共同専攻が定義する「サ
ステイナビリティ」とがどのよう
な関係にあるかを歴史的かつ
概念的に『学生案内』に詳述
するとともに、新入生向けの
オリエンテーションにおいても
上述の説明を丁寧に行うこと
で、本共同専攻の研究の遂
行に関して学生との間で理解
の共通化を図った。

履行済

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

認　可　時

（平成３０年８月）

・本専攻が目指す「理
解」、「分析」、「実装」と
いう連動した研究教育の
アスペクトについて、具
体的に何を目指すのか
定義の上、イメージ図も
含め誤解を与えないよう
適切に社会や学生等に
伝わるよう周知するこ
と。

遵守事項

　学生に対しては、本共同専
攻の研究と教育について詳述
した『学生案内』を作成し、新
入生向けのオリエンテーショ
ンにおいてこの『学生案内』を
用いて、「理解」、「分析」、「実
装」という連動した研究教育
のアスペクトが本共同専攻に
おいて研究を遂行する上で肝
要なものであることをイメージ
図を用いて具体的に説明し
た。
　また、社会に対しては、この
『学生案内』を本共同専攻の
ホームページ
（http://www.tufs-tuat-
uec.jp/page/coproduction.ht
ml）で閲覧できるようにするこ
とで、本専攻が目指す「理
解」、「分析」、「実装」という連
動した研究教育のアスペクト
がいかなるものかがわかるよ
うにした。

履行済
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認　可　時

（平成３０年８月）

・「学内実践実習」の受
講要件として、「インター
ンシップの候補先の機
関・企業に行けない社会
人学生」としていることか
ら、「学外実践実習」及
び「学内実践実習」のそ
れぞれの履修対象者の
要件を明確にするととも
に、「学内実践実習」履
修者の認定プロセスを
含め学生に誤解のない
ようシラバス等で適切に
周知することが望まし
い。

助言事項

　シラバス及び『学生案内』
に、「学外実践実習」及び「学
内実践実習」は必修選択科目
であり、一般学生は「学外実
践実習」、社会人学生は「学
内実践実習」を履修する必要
がある旨を記載した。
　また、新入生向けのオリエン
テーションにおいても、担当教
員が口頭で説明し、学生の誤
解を招かないように、「学内実
践実習」だけではなく「学外実
践実習」の受け入れ先の決定
と実施のアジェンダを明示す
るとともに、学生からの質問を
受け付け、「学外実践実習」
及び「学内実践実習」につい
て的確に理解できるように対
応した。
　具体的には、一般学生用と
社会人学生用の希望調査票
を今年度前期に全学生に配
布し、希望時期、希望する学
内実習先の組織または研究
室、学修したい内容を指導教
員と相談のうえ記入し、「学外
実践実習」及び「学内実践実
習」の担当教員と面談のうえ
決定することとした。

履行済

認　可　時

（平成３０年８月）

・設置の趣旨・目的等を
踏まえた教育課程、教育
方法、研究指導等の具
体的な内容について、適
切に社会や学生に対し
て周知することが望まし
い。

助言事項

　社会に対しては、特に大学
院博士後期課程への進学を
志願している者を念頭に、本
共同専攻の教育課程、教育
方法、研究指導等を周知する
ため、本共同専攻を紹介する
リーフレット（日英対応）を作
成し、学内外に広く配布した。
また、当該リーフレット及び別
途作成した共通の説明資料
（PPT）を活用して、三大学の
各学内で進学説明会を開催
するとともに、企業数社にお
いて説明会を実施した。さら
に、本共同専攻のホームペー
ジの内容を充実させるなど、
広報に力を入れた。
　また、2019年度に入学した
本共同専攻の第一期生12名
に対しては、新入生向けのオ
リエンテーションにおいて、事
前に用意した『学生案内』の
記載内容に沿って、設置の趣
旨・目的等を踏まえた教育課
程、教育方法、研究指導、履
修モデル等の具体的な内容
について説明するとともに、十
分な質疑応答時間を設け、新
入生との意思疎通を図った。

履行済
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　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、調査結果が公表された年度の年を記入してください。

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。

認　可　時

（平成３０年８月）

・講義を全て英語で実
施するなど、主要な教育
媒介言語を英語としてい
るため、シラバス等につ
いても英語で作成するな
ど、設置の趣旨・目的等
が生かされるよう努める
ことが望ましい。

助言事項

　本共同専攻は、設置の趣
旨・目的等に基づいて、主要
な教育媒介言語を英語として
いるため、本共同専攻を紹介
するリーフレット（本共同専攻
ホームページに掲載）ではそ
の内容を英文で併記し、すべ
ての授業のシラバスを英語で
作成した。

履行済

認　可　時

（平成３０年８月）

・「学外実践実習」の到
達目標に掲げる「実社会
に通用する、普遍的かつ
実践的知識を基盤とす
る国際的センス、国際通
用性のある実践的理論・
スキルやコミュニケー
ション力を向上させ、実
践できる」能力について
は、「学内実践実習」に
おいても担保されている
ことが明確になるよう、シ
ラバスにおいて明記する
ことが望ましい。

助言事項

　「学外実践実習」の到達目
標が「学内実践実習」におい
ても担保されることが明確に
なるように、シラバス及び『学
生案内』において以下の内容
を記述するとともに、新入生
向けのオリエンテーションにお
いても、担当教員が「学内実
践実習」及び「学外実践実習」
について口頭で説明し、学生
達がこれらを的確に理解でき
るように対応した。

「企業秘密や年休取得の時期
的限定等、複雑な事情が存
在し、インターシップの候補先
の機関・企業に行けない社会
人学生は、三大学の他の研
究科の教員の研究室でラボ
ワーク（30コマ相当））を行う。
主指導教員が学生の専門や
将来の希望進路、研究テーマ
を考慮して、副指導教員等か
ら支援を受け、学生とも綿密
に協議し、受け入れ先の教員
とも相談しながら計画を立て
る。ラボワークのテーマは、指
導教員、学生、受け入れ先の
教員が協議して決定する。学
生は計画書を作成し、主指導
教員と受け入れ先の教員から
承認を得なければならない。
ラボワーク中、学生はレポー
トを適宜に作成し、受け入れ
教員からコメントを得ることが
求められる。ラボワーク終了
後、研修内容及び成果を取り
まとめた報告書を主指導教員
に提出する。さらに、『サステ
イナビリティ研究先端演習Ⅱ
～Ⅳ』の文理協働コロキウム
において、博士論文研究の進
捗状況等とともに、ラボワーク
の研修内容及び成果を報告
することが求められる。」

履行済
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＜東京外国語大学＞

設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

＜東京農工大学＞

設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

＜電気通信大学＞

設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

７　その他全般的事項

（１） 設置計画変更事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

該当なし

該当なし

該当なし
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＜東京外国語大学＞

＜東京農工大学＞

①　実施体制

　　・「アクティブ・ラーニング」に関する説明会。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　　前学期、後学期の２回実施している。（一部、4学期制に対応している）

　ｂ　教員や学生への公開状況，方法等

　　　集計した結果については、担当科目の教員にフィードバックを行い、必要に応じて個別対応を行っている。

　　　学生に対しては全体の集計結果をホームページで公開している。

　　　・教授会の開催前後の時間で実施した場合は、全学のほとんどの教員が聴講し、周知できた。

　　　・特定の教員対象の研修については、グループワーク等の参加型研修を行い、参加者からは好評を得た。

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　　・今後も引き続き積極的にＦＤを推進していく。

　ｂ　実施方法

　　　・全学の教員対象の内容の場合は、教授会の開催前後の時間で実施。

　　　・特定の教員対象の研修については、該当教員を招集して実施。

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　　ＦＤの目的、内容、実施方法について

②　実施状況

　ａ　実施内容

　　・新任教員に対する自校理解、授業方法の研修。

　　・英語で講義を行う教員向けの研修

　　・「障害者差別解消法」の解説と障害のある学生に対する支援。

　ａ　委員会の設置状況

　　　グローバル教育院で起案、全学「教育・学生生活委員会」で審議して実施を決定 [別添資料2]

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　　毎月1回

　ｃ　委員会の審議事項等

　　　「Moodle（教育・学習活動⽀援システム）を利用した授業の実践」、「成績問い合わせの実例とシラバス作成
　　　の留意点」等、授業に直結した事例の紹介を行い、各教員の授業改善に資した。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　　有　毎年１２月～１月

　ｂ　教員や学生への公開状況，方法等

　　　学務情報システムによるアンケートにより実施

　　　評価基準の可視化等の教育手法の改善に向けた取組紹介のほか、アカデミックハラスメントや留学生サポート
　　　の手立て等の学生支援全般についても幅広く研修を行っている。

　ｂ　実施方法

　　　教授会の開催前等、教員の参加しやすい時間帯に設定している。

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　　平成30年度は計6回実施し、平均して１回あたり約135名の参加を得た。これは教授会構成教員の約7割に及ぶ。

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　　平成30年度の実施状況については、計5回開催し、委員の出席率は良好であった。

　ｃ　委員会の審議事項等

　　　授業の改善に関して、企画、立案、実施、調整等を行う。

②　実施状況

　ａ　実施内容

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

　　　学部・大学院合同のFD委員会を中心にFD活動の企画・運営を行っている。[別添資料1]
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＜電気通信大学＞

　　　　アンケート結果を教員にフィードバックすることにより、自主的な授業の改善を促しているほか、他の教員
　　　の参考となるように、アンケートの総合評価が高かった科目の中で科目区分（講義、実験、体育、大学院）別
　　　に上位10％のものについて、大学教育センターの学内専用ウェブサイトで公開している。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　　　教育改善調査の実施及び各種研修プログラムの提供について、第３期中期目標・中期計画を踏まえた道筋の
　　　検討を進めた。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　　　前学期及び後学期の終了時に実施

　ｂ　教員や学生への公開状況，方法等

　　　・２月８日：第１回ＦＤ講演会「授業改善にインストラクションデザインを使ってみませんか？」
　　　　　　　　　　［参加者 28名］

　　　・２月21日：第２回ＦＤ講演会「法政大学におけるeポートフォリオの試行事例」　［参加者 22名］

　　　・３月13日：キャリア教育部会報告会　［参加者 17名］

　　　・３月15日：第３回ＦＤ講演会「学生とのコミュニケーションを考える」　［参加者 35名］

　　　・３月26日：ハラスメント防止ＦＤ研修　［参加者42名（教員26名、事務職員14名）］

　　　・10月４日：高大接続教育の現状と課題講演会　［参加者 26名］

　　　・10月16日：平成30年度英語教室ＦＤ学会　［参加者 17名］

　　　・10月31日：障害学生支援に係るＦＤ研修　［参加者 61名］

　　　・11月14日：学生のメンタルヘルスに係るＦＤ研修　［参加者 57名］

　　　・１月23日：ＦＤ講演会「本学における数学教育と数学統一試験から垣間見える現状」　［参加者167名］

　　　・２月５日：メンタルヘルス懇談会　［参加者 31名］

　　　・４月20日：学術院新任教育系職員研修会　［参加者 11名］

　　　・６月22日：学域技術英語運営委員会ＦＤ報告会　［参加者 17名］

　　　・７月12日：公開授業『電磁気学第二』　［参観者 11名］

　　　・７月19日：ハラスメント防止ＦＤ研修
　　　　　　　　　　［参加者 75名（役員３名、教員56名、事務職員10名、教育研究技師６名）］

　　　・８月30日：実験実習研究会　［参加者 33名（教員９名、教育研究技師24名）］

　　　・９月26日：第２回ＴＡ講習会　［参加者 47名（教員10名、学生37名）］

　ｂ　実施方法

　　　　大学教育センター教育推進部門を中心として、全学的なファカルティ・ディベロップメント講演会、
　　　公開授業参観、授業評価アンケート等に関するワークショップ等に取り組んでいる。

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　　・４月５日：第１回ＴＡ講習会　［参加者301名（教員12名、学生289名）］

　　　・４月17日：ＦＤ数学、物理、情報　基礎学力検討会　［参加者 25名］

　　　　（３）シラバス及び成績評価に関すること

　　　　（４）教育環境の整備に関すること

　　　　（５）その他、教育に関わる調査の実施に関すること

②　実施状況

　ａ　実施内容

　　　　ＴＡ講習会、学術院新任教育系職員研修会、ＦＤ研修会、ハラスメント防止研修、ＦＤ講演会　等

　　　　大学教育センター教育推進部門会議（平成３０年度）

　　　　　第50回（５月18日：参加者　9名）（内訳：教員 7名、事務職員 2名）

　　　　　第51回（１月15日：参加者 14名）（内訳：教員 9名、事務職員 5名）

　ｃ　委員会の審議事項等

　　　　（１）ファカルティ・ディベロップメントの実施に関すること

　　　　（２）学生授業評価の実施に関すること

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

　　　　大学教育センター教育推進部門が中心となり、教育の質の改善・向上に向けた取組を実施している。
　　　　［別添資料3］

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）
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＜東京外国語大学＞

＜東京農工大学＞

＜電気通信大学＞

　　　・「外部評価報告書（研究活動）」を大学ホームページで公表予定（令和元年９月を予定）

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。

　　　・「自己点検・評価報告書（教育の成果）」を大学ホームページで公表予定（令和元年８月を予定）

③　認証評価を受ける計画

　　　　令和３（2021）年に評価機関（独立行政法人　大学改革支援・学位授与機構）の評価を受けるべく、
　　　学内で検討中

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　ａ　公表（予定）時期

　　　　令和元年７月～９月公表予定

　ｂ　公表方法

　　　・「自己点検・評価報告書（年度計画の実施状況）」を大学ホームページで公表予定（令和元年７月を予定）

　　　・「自己点検・評価報告書（研究活動）」を大学ホームページで公表予定（令和元年７月を予定）

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　　　設置計画に基づき、平成３１年４月に開設した。「自身の専門分野に軸足を置き、その専門的な観点から人類の
　　未来の持続的発展のために、グローバル化社会の抱える環境破壊、文化対立、経済格差といった地球的規模の課題
　　を分野横断的な問題として捉え、他分野の研究成果を取り入れることによってイノベーションを生み出すことがで
　　きる学際的、越境的な実務人材を養成する」という設置の趣旨・目的に沿った教育・研究体制のもと、現在まで順
　　調に進んでいる。引き続き、当該趣旨・目的に沿った教育・研究活動を計画どおり実施していきたい。

②　自己点検・評価報告書

　ｂ　公表方法

　　・大学ホームページ上に公開（予定）

③　認証評価を受ける計画

　　・2020年度に評価機関（大学改革支援・学位授与機構）の機関別認証評価を受ける予定。

　　こととしている。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　・　平成３０事業年度に係る業務の実績に関する報告書〔中期目標・中期計画の進行状況等に係る自己点検・

　　　　評価書〕を、平成３１年１１月に公表予定。

　　・令和元年度に評価機関（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構）の評価を受審予定

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　　計画通りに実施している。また、今後も設置の趣旨及び目的の達成に向けて教育研究活動を実施する

　　・令和元年度に自己評価を行い、令和２年６月以降に公表予定

　ｂ　公表方法

　　・大学ホームページ上に公開予定

③　認証評価を受ける計画

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　　　設置の趣旨・目的を達成するよう、計画通りに実施している。今後更に教育・研究の水準の向上を図り、設置
　　　の趣旨・目的の実現に向けて取り組むこととしている。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

（３） 自己点検・評価等に関する事項
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＜東京外国語大学＞

＜東京農工大学＞

＜電気通信大学＞

　ｂ　公表無の場合の特段の理由　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

（注）・　今後公表する予定の場合は、「有」にマルを記入してください。今後も公表する予定がない場合は、

　　　　「無」にマルを記入してください。

○　設置計画履行状況報告書（令和元年度）

　ａ　ホームページへの公表予定の有無　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　ｂ　公表有の場合の公表（予定）時期　　（　　令和元年　６月２８日　　　）

　ａ　ホームページへの公表予定の有無　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　ｂ　公表有の場合の公表（予定）時期　　（　　　令和元年　８月１日　　）

　ｂ　公表無の場合の特段の理由　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

　ｂ　公表無の場合の特段の理由　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

○　設置計画履行状況報告書（令和元年度）

○　設置計画履行状況報告書（令和元年度）

　ａ　ホームページへの公表予定の有無　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　ｂ　公表有の場合の公表（予定）時期　　（　令和元年 ６月 １日　　）

（４） 情報公表に関する事項



東京外国語大学学部・研究科

ＦＤ委員会規程

平成16年 4月 1日

規 則 第 9 1 号

平成18年11月29日規則第70号 平成21年 3月31日規則第92号

平成25年 6月25日規則第38号 平成31年 2月25日規則第80号

（設置）

第１条 東京外国語大学の授業改善に資するため、学部・研究科ＦＤ委員会（以下「委員

会」という。）を置く。

（組織）

第２条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。

(1) 副研究科長のうち、研究科長が指名する者１名

(2) 研究科教授会構成員のうち、研究科長が指名する者２名

(3) 言語文化学部教授会構成員のうち、言語文化学部長が指名する者２名

(4) 国際社会学部教授会構成員のうち、国際社会学部長が指名する者２名

(5) 国際日本学部教授会構成員のうち、国際日本学部長が指名する者１名

(6) 委員会が必要と認める者 若干名

（任期）

第３条 前条第２号及び第４号の委員の任期は、２年とし、毎年各半数が交替することと

する。なお、委員の再任は妨げない。

２ 前条第５号の委員の任期は、委員会が必要と認める期間とする。

３ 委員に欠員を生じた場合の後任の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（所掌事項）

第４条 委員会は、授業の改善に関して、企画、立案、実施、調整等を行う。

（会議）

第５条 委員会に、委員長を置き、委員長は、第２条第２号から第５号に掲げる委員のう

ちから互選する。

２ 委員長は、会議を招集し、その議長となる。

３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開催することができない。

４ 議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。

５ 委員長に事故あるときは、あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を代行する。

（報告）

第６条 委員会は、必要に応じ、所掌事項に関する検討結果を学部教授会及び研究科教授

会に報告する。

（委員以外の者の出席）

第７条 委員会は、必要に応じ委員以外の者を出席させて、意見を聴くことができる。

（庶務）

第８条 委員会に関する庶務は、学務部教務課において処理する。
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（細目）

第９条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会の議を

経て委員長が定める。

附 則

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。

附 則

１ この規程は、平成１８年１１月２９日から施行し、平成１８年１１月１日から適用す

る。

２ この規程施行の際、改正後の規程第２条第２号の委員は、改正前の規程第２条第３号

から選出された者とみなし、委員の任期は、平成１９年３月３１日までとする。

附 則

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２５年６月２５日から施行し、改正後の国立大学法人東京外国語大学

言語文化学部・国際社会学部・大学院総合国際学研究科ＦＤ委員会規程は、平成２５年４

月１日から適用する。

附 則

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。
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○東京農工大学グローバル教育院運営規則

(平成 30年 4月 1日グ教規則第 1号) 

改正 平成 31年 4月 1日グ教規則第 1号 

(趣旨) 

第 1条 この規則は、国立大学法人東京農工大学組織運営規則第 5条の 2及び第 8条に基

づき、東京農工大学グローバル教育院(以下「教育院」という。)の組織及び運営につい

て必要な事項を定めるものとする。 

(目的) 

第 2条 教育院は、国際教育交流に関する全学的事業の推進及び支援、教養教育の企画及

び実施、入試戦略及び支援、その他全学に係る教育に関する業務を実施するための組

織として、東京農工大学での教育活動を通して、農学又は工学の専門性を持ち、教養

豊かで国際社会において活躍できる人材を育成することを目的とする。 

(事業) 

第 3条 教育院は、次の各号に掲げる事業を行う。 

(1) 国際教育交流プログラムの企画・運営・実施、海外の大学との国際共同プログラ

ムの確立及び海外の姉妹校との連携強化の取組に関すること。 

(2) グローバル教養教育の方針策定・企画・運営・実施、学生の英語力向上支援、教

育評価及びファカルティディベロップメント(FD)の実施に関すること。 

(3) 入試出題管理体制の支援、入試に関する諸事項の調査・解析、入試方法の改善・

立案並びに入試広報・国際広報の企画及び実施に関すること。 

(4) その他学長又はグローバル教育院長(以下「教育院長」という。)が必要と認めた

事業に関すること。 

(教育院長) 

第 4条 教育院長は、教育院の業務を掌理する。 

2 教育院長は、副学長又は教育職員の中から学長が指名する者をもって充てる。 

3 教育院長の任期は 2年とし、再任を妨げない。ただし、教育院長の任期の末日は、当

該教育院長を指名する学長の任期の末日以前でなければならない。 

4 教育院長が任期の途中で欠けた場合には、後任の教育院長の任期は、前任者の残任期

間とする。 

(副院長) 

第 5条 教育院に、グローバル教育院副院長(以下「副院長」という。)を置く。 

2 副院長は、副学長又は教育職員の中から学長が指名する者をもって充てる。 

3 副院長は、教育院長を補佐し、教育院長に事故あるときは、その職を代行する。 

4 副院長の任期は 2年とし、再任を妨げない。ただし、その任期の末日は、当該副院長

を指名する学長の任期の末日以前でなければならない。 
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5 副院長が任期の途中で欠けた場合には、後任の副院長の任期は、前任者の残任期間と

する。 

(専任教員) 

第 6条 教育院に、第 3条各号に掲げる事業を実施するため、専任教員を置く。 

(兼務教員) 

第 7条 教育院に、専任教員と協力して第 3条各号に掲げる事業を実施するため、農学研

究院又は工学研究院を本務としたまま教育院を兼ねて務める教員(以下「兼務教員」と

いう。)を置く。 

2 兼務教員は、農学研究院又は工学研究院の推薦を受け、次条に規定するグローバル教

育院運営委員会の議を経て、学長が発令する。 

3 兼務教員の任期は 2年とし、再任を妨げない。 

4 兼務教員が任期の途中で欠けた場合には、後任の兼務教員の任期は、次条に規定する

グローバル教育院運営委員会が個別に定めるものとする。 

(運営委員会) 

第 8条 教育院の事業の運営のため、グローバル教育院運営委員会(以下「運営委員会」

という。)を置き、次の各号に掲げる事項を審議する。 

(1) 教育院の組織に関する事項

(2) 教育院の人事に関する事項

(3) 教育院の予算に関する事項

(4) 教育院の計画及び評価に関する事項

(5) その他教育院長が必要と認めた事項

2 運営委員会は、次の各号に掲げる委員で構成する。 

(1) 教育院長

(2) 副院長

(3) 次条第 2項に規定する部会長

(4) 第 10条第 2項に規定するグループ長

(5) その他教育院長が必要と認めた者

3 運営委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は、教育院長をもって充て、副委員

長は、副院長をもって充てる。 

4 委員長は、運営委員会を招集し、その議長となる。ただし、委員長が必要と認めた場

合は、副院長が委員長を代理し、運営委員会を招集し、その議長となることができる。 

5 運営委員会は、委員の 3分の 2以上の出席がなければ開くことができない。 

6 運営委員会の議事は、別に定めのある事項を除き、出席委員の過半数の賛成をもって

決するものとする。 

7 運営委員会は、必要に応じ、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができ

る。 
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(部会) 

第 9条 教育院に、第 3条各号に掲げる事業を部局等と連携して企画・立案するため、次

の各号に掲げる部会(以下「部会」という。)を置く。 

(1) 国際教育交流プログラム部会

(2) 教養・専門基礎教育部会

(3) 入試検討部会

2 部会に、部会長を置く。 

3 部会長は、兼務教員又は専任教員の中から教育院長が指名する。 

4 部会について必要な事項は、別に定める。 

(グループ) 

第 10条 教育院に、第 3条各号に掲げる事業を実施するため、専任教員が所属する次の

各号に掲げるグループ(以下「グループ」という。)を置く。 

(1) 海外リエゾングループ

(2) グローバル教養教育グループ

(3) アドミッション・専門基礎教育グループ

2 グループに、グループ長を置く。 

3 グループ長は、専任教員の中から教育院長が指名する。 

4 グループについて必要な事項は、別に定める。 

(選考委員会) 

第 11条 教育院に、第 8条第 1項第 2号に基づく教育院の専任教員の選考について審議

するため、選考委員会を置く。 

2 前項に規定する選考委員会に関し必要な事項は、別に定める。 

(事務) 

第 12条 教育院に関する事務は、関係部局の協力を得て、学務課及び入試企画課におい

て処理する。 

(雑則) 

第 13 条 この規則に定めるもののほか、教育院の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 31年 4月 1日グ教規則第 1号) 

この規則は、平成 31年 4月 1日から施行する。 
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